































































ンドな社会の達成を理想とし 1、Affirmative Action（AA）2 は人種を意識
しカラーブラインドと抵触するため 3、人種差別をなくす方法は人種区分を




ブラインドをめぐる議論が AA の合憲性の是非の主要論点（AA が憲法上禁
止されるか、許容されるのか）になっている。
日本の学説では、構造的差別 7 の是正策としてアファーマティブ・アクシ
ョンが注目を集め 8、合衆国の AA に高い関心があった 9。日本ではアファ
ーマティブ・アクションの制度化が発展途上であり、裁判で合憲性が問われ
たこともなく、その憲法上の評価に十分な議論の蓄積がないが 10、合衆国に




















































して AA は採択され 26、カラーブラインドの原則の道徳的優越性を暗に認






























修正第 14 条には 2 つの目的（カラーブラインドの達成とマイノリティへ
の平等な機会の付与）があり 44、修正第 14 条は当初からマイノリティの社
会経済的地位の向上に関心を寄せており、双方とも敬意を払うに値する憲法
上の概念だとされる 45。双方の目的が対峙したとき、多くの論者はマイノリ
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的平等を保障するために AA が必要だと考える 82。
人種間の社会経済的格差がある社会では、法がカラーブラインドであるべ
きとの主張は、現実の描写ではなく望みだとされる 83。人種的抑圧をなくす
ために、リベラル派の間では AA の必要性が認識され 84、その見解では、
マイノリティへの差別の是正や防止に役立つ限りで、修正第 14 条は人種区






カラーコンシャス」だと述べる 86。AA の支持者は、AA の停止は人種間の
不均衡を生じさせるため、カラーブラインドの理想は達成できず 87、カラー







めながらも 93、AA が肯定的結果を作り出しているという前提に基づき 94、
AA と差別を同視せず 95、AA により生じる利益は害悪を上回り、スティグ
マを縮減すると主張される 96。
歴史的に、肌の色はときとして劣等性を示し、スティグマをもたらすと理





































め 120、AA の反対者は、AA が対象者にスティグマをかすのは疑いなく 121、
AA は対象者に害悪を及ぼすと主張する 122。AA 否定派の裁判官は、AA が




























Brown 判決の審理中、シェルマン・ミントン裁判官だけが修正第 14 条の
ダグラス裁判官による反区分の解釈を支持した。ミントン裁判官は「人種区
分は意味をなさ」ず、「それには悪意があり、維持できない」と述べた 137。















































































囲に及んだ 170。それらの判決は Brown 判決を参照する以外にほとんど記載




McLaughlin 判決 174 で、合衆国最高裁は、人種区分は修正第 14 条の下で推
定的に無効であり、この原則に基づく法を無効にしたと明確に述べた 175。
McLaughlin 判決は、人種区分は人種分離された学校の文脈で無効だと示さ
れたことの証明として Brown 判決を参照し 176、未婚の異人種カップルの同
棲を禁止する法律を無効にした。当該判決で、合衆国最高裁は修正第 14 条
の反区分の解釈をはじめて明確にした 177。　





























































Brown 判決でウォーレン裁判官は教育の重要性を強調し 201、1868 年（修
正第 14 条成立時）の基準ではなく、判決時の基準で公立の初等学校の人種
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